
令和７年度第４回経営協議会議事要旨 

 

 

日  時  令和７年９月１７日（水） 午後４時００分～午後５時５５分 

場  所  安田講堂大会議室（一部 Web会議システムを通じてのオンライン参加） 

出席委員  藤井総長（議長） 

      石山（ｵﾝﾗｲﾝ），漆（ｵﾝﾗｲﾝ），国谷，國土（ｵﾝﾗｲﾝ），小林，酒匂（ｵﾝﾗｲﾝ），

佐藤（ｵﾝﾗｲﾝ），鈴木（ｵﾝﾗｲﾝ），関根，髙田（ｵﾝﾗｲﾝ），高橋（ｵﾝﾗｲﾝ），板東 

      相原，齊藤，森山，藤垣，林（ｵﾝﾗｲﾝ），津田，菅野，角田，杉山 各委員 

陪  席  亀井監事 

      太田，河村，田浦，岩垂，高橋，福島 各執行役 

片山，麻生，加賀谷 各部長 

      白川，中村 各課長 

      以下 Web会議システムを通じてのオンライン参加 

山口監事 

浅見，岸，玄田，佐藤（岩），佐藤（健），出口，三島 各執行役 

      蔭山，小寺，櫻井，平野，松井，水上 各副理事 

      八島，中塚，竹元，中野，岡部 各部長 

      釣巻，小林，小野里，青木，廣末，熊谷，高橋，平野 各課長 

 

 令和７年６月２０日経営協議会議事要旨（案）（資料０）は，確認の上，原案どおり了承

された。 

１ 学内行事等（資料１） 

  総長から，前回の経営協議会以降の学内行事等について，資料１のとおり報告があった。 

２ 令和７（２０２５）年度理事等の分担（資料２） 

  総長から，今年度の理事等の分担について，資料２のとおり，前回の経営協議会以降の

変更箇所の報告があった。 

３ 東京大学基本組織規則の一部改正（資料３） 

  津田理事から，東京大学基本組織規則について，連携研究機構として浮体式洋上風力エ

ネルギーと関連技術国際連携研究機構及び宇宙資源連携研究機構を設置することに伴い，

所要の改正を行うものである旨，資料３のとおり説明があった。 

次いで，総長から本件について諮り，審議の結果，原案どおり了承され，役員会に付議

することとした。 

４ 就業規則等の改正（令和７年１０月１日改正）（資料４） 

  角田理事から，東京大学医学部附属病院教職員給与規則等について，給与制度の見直し

に伴う所要の改正を行うものである旨，資料４のとおり説明があった。 



次いで，総長から本件について諮り，審議の結果，原案どおり了承され，役員会に付議

することとした。 

５ 国立大学法人ガバナンス・コードにかかる適合状況等に関する報告（資料５） 

  角田理事から，国立大学法人ガバナンス・コードにかかる適合状況等に関する報告につ

いて，資料５－１及び５－２のとおり説明があった。 

次いで，総長から本件について諮り，審議の結果，原案どおり了承された。 

６ 次期総長選考の実施手順等（資料６） 

  板東委員から，次期総長選考の実施手順等について，資料６のとおり報告があった。 

７ 社会連携講座等検証・改革委員会の検討状況（資料７） 

  相原理事及び角田理事から，社会連携講座等検証・改革委員会の検討状況について，資

料７のとおり報告があった。 

８ 国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与水準の公表（資料８） 

  角田理事から，国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与水準の公表について，資

料８のとおり報告があった。 

９ 第４～６回東京大学債券の起債報告（資料９） 

  岩垂執行役から，第４～６回東京大学債券の起債について，資料９のとおり報告があっ

た。 

１０ ２０２５年度第１四半期の資金運用実績報告（資料１０） 

  福島執行役から，２０２５年度第１四半期の資金運用実績について，資料１０のとおり

報告があった。 

１１ 東京大学におけるリカレント教育プログラムに関する規則（資料１１） 

  津田理事から，東京大学におけるリカレント教育プログラムに関する規則について，資

料１１のとおり報告があった。 

１２ 連携研究機構（エネルギー総合学連携研究機構）の変更（資料１２） 

  連携研究機構（エネルギー総合学連携研究機構）の変更については，事前に資料１２を

送付することによって報告を行った上で，当日，総長から質問等の有無を確認した。 

１３ 寄付講座，社会連携講座及び国立研究開発法人連携講座等の設置等（資料１３） 

  寄付講座２件（更新２件），寄付研究部門１件（新規１件），社会連携講座１６件（新規

７件，更新３件，変更６件）については，事前に資料１３を送付することによって報告を

行った上で，当日，総長から質問等の有無を確認した。 

１４ その他（国における給与制度等の動向）（資料１４） 

角田理事から，国における給与制度等の動向について，資料１４のとおり情報提供があっ

た。 

 

 

以上 


